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令和６年度事業報告 

 

 

令和６年度、一般社団法人持続可能社会推進コンサルタント協会（以下、「協会」と言う。）

の役員、職員及び各部会委員等は、定款及び諸規則等に従い適正に協会の運営管理を行うとと 

もに、令和６年度事業計画に基づき、第四期将来ビジョンの推進、調査研究、人材育成、技術

の普及啓発、対外活動及び国際協力等に係る事業を実施した。 

 

令和６年度においても引き続き、総会、理事会、各部会セミナー等を対面・Web 併用による

開催したことにより、従来実質的に参加が困難な場合が多かった会員にとっては、時間的或い

は場所的な制約条件が大幅に緩和されたため、従前に比べ多くの参加者があった。このことか

ら、様々な手法を用いた協会活動の可能性が明らかになり、今後の協会活動のあり方を考える

上でも、示唆に富んだ経験であったと考えられる。 

 

 協会名を「持続可能社会推進コンサルタント協会」に変更したことによる従来の廃棄物関連

から「循環型社会」・「脱炭素社会」・「自然共生社会」に係る活動の多様化のため、技術部会に

関連する３つの委員会を設置し、活動が緒に就いたところである。 

 また、環境省の政策である「地域循環共生圏」及び「脱炭素先行地域」に関しては、広報誌

（会報）において、会員をはじめ各界の第一線で活躍する専門家や先進自治体における様々な

取り組みに関する情報発信を行った。 

 

気候変動に伴う激甚な自然災害の頻発は近年一層顕著になっており、災害廃棄物の問題が大

きな社会問題となっている。環境省からの依頼に基づき協会として D.Waste-Net の一員として、

甚大な被害をもたらした令和６年度「令和６年９月 20 日からの大雨」の被災地である能登半

島・輪島市について、環境省からの依頼に基づき協会として D.Waste-Net の一員として、技術

者を派遣した。 

令和６年１月１日に発生した令和 6 年能登半島地震に関しても、協会として令和６年 1 月１

日の地震発生直後から活動を開始し、令和６年度も引き続き現地に技術者を派遣した。 

 

わが国の国土基盤に大きく関係する災害の頻発や人口減少が継続するなど、社会経済状況が

大きく変化していくなかで、様々な知の分野の環境問題に直面する複雑な時代のなかで、協会

としても、いかなる形で社会に貢献していくかを考える上で、重要な時期であると考えられる。 

 

以下、令和６年度事業の実施状況について報告する。 
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１．協会の運営管理 

 

（１）総 会     

①第 13 回 定時総会 

日  時  令和６年度５月 22 日（水） 

議  案  令和５年度度事業報告について 

令和５年度度決算及び監査報告について 

役員の選任について 

報  告  令和６年度事業計画について 

令和６年度予算について 

協会表彰  功績賞 

・「令和５年７月 15 日からの大雨」D-Waste-Net 派遣 ：46 名 

・「令和５年台風第 13 号」D-Waste-Net 派遣 ：16 名 

・「令和６年能登半島地震」D-Waste-Net 派遣：176 名 

・令和５年度技術セミナー・技術者研修講座議事進行：５名 

・令和５年度技術士（第２次）試験受験のための講習会講師：1 名 

・独立行政法人国際協力機構（JICA）研修における講師：１名 

・国際セミナー運営：３名 

 

（２）監事監査 

日  時 令和６年度５月７日 

監査結果については第 13 回定時総会において報告 

 

（３）理事会 

①第 24 回理事会  

日  時  令和６年度５月７日（火）  

議  案  令和５年度事業報告について 

令和５年度決算及び監査報告について 

役員の選任について 

第 13 回定時総会の開催について 

令和６年度表彰について 

 

②第 25 回理事会  

日  時  令和７年２月５日（水） 

議  案  令和７年度における会費区分について 

令和７度事業計画について 

令和７度予算について 

 

  



 

 - 3 - 

（４）部会 

 

① 総務部会    

    第 1 回 令和６年度４月 25 日（木） 

令和５年度事業報告について 

令和５度決算及び監査報告について 

役員の選任について 

令和６年度表彰について 

会報について 等 

 

第２回 令和７年１月 27 日（月） 

令和７年度の会費区分について 

令和７年度事業計画及び予算について 

会報について 

第 14 回定時総会について 等 

 

（５）表彰審査会 

令和６年度４月 22 日（金） 

 

（６）表 彰 

〇会長表彰 

第 13 回定時総会（令６年５月 22 日）において、会長から賞状と記念品を贈呈した。 

        

① 功績賞（技術部会） 

「令和５年７月 15 日からの大雨」D-Weste-Net 派遣 

菅 一佳（株式会社エイト日本技術開発） 

髙橋 瑞穂（株式会社エイト日本技術開発） 

髙橋 宏義（株式会社エイト日本技術開発） 

神野 公作（株式会社エイト日本技術開発） 

籠谷 純一（株式会社エイト日本技術開発） 

中川 秀利（株式会社エイト日本技術開発） 

宮脇 岳雄（株式会社エイト日本技術開発） 

松井 一弘（株式会社エイト日本技術開発） 

大城 琢磨 （株式会社エイト日本技術開発） 

佐藤 柊也（株式会社エイト日本技術開発） 

比嘉 宣仁（株式会社エイト日本技術開発） 

中石 一弘（株式会社エックス都市研究所） 

西村 想（株式会社エックス都市研究所） 

亀井 千亜紀 （応用地質株式会社） 

徐 子洋（応用地質株式会社） 

小西 亮輔（ 株式会社環境管理センター） 
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八柳 就（株式会社環境管理センター） 

糸賀 悠里香（株式会社建設技術研究所） 

武田 夏泉（株式会社建設技術研究所） 

松岡 巨恒（中外テクノス株式会社）  

松尾 仁（中外テクノス株式会社）  

小幡 和彦（株式会社ドーコン） 

津田 裕介（株式会社ドーコン） 

坂本 仁（株式会社ドーコン） 

菊地 航大（株式会社ドーコン） 

小森 一太（株式会社東和テクノロジー） 

池本 久利（日本工営株式会社） 

野末 浩佑（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

大木 高志（株式会社復建技術コンサルタント） 

進藤 秀（株式会社復建技術コンサルタント） 

佐藤 一郎（株式会社復建技術コンサルタント） 

内野 弘章（八千代エンジニヤリング株式会社）  

小林 健一（八千代エンジニヤリング株式会社） 

山中 千賀子（八千代エンジニヤリング株式会社） 

杉山 智春（八千代エンジニヤリング株式会社） 

関口 諒太（八千代エンジニヤリング株式会社） 

岡田 太郎（八千代エンジニヤリング株式会社） 

渋谷 正樹（八千代エンジニヤリング株式会社） 

堀田 真也（八千代エンジニヤリング株式会社） 

丸山 智也（八千代エンジニヤリング株式会社） 

國安 弘幸（八千代エンジニヤリング株式会社） 

森定 真健（八千代エンジニヤリング株式会社） 

河津 弘幸（八千代エンジニヤリング株式会社） 

金友 舞香（八千代エンジニヤリング株式会社） 

小林 栄己（八千代エンジニヤリング株式会社） 

筒井 僚子（株式会社四電技術コンサルタント） 

 

 

② 功績賞（技術部会） 

「令和５年台風第 13 号」D.Waste-Net 派遣 

岩邉 壮真（株式会社エイト日本技術開発） 

衛藤 学（株式会社エイト日本技術開発） 

渡邉 唯亜（株式会社エイト日本技術開発） 

島宗 敬太郎（株式会社エイト日本技術開発） 

 

伊藤 孝（株式会社環境技研コンサルタント） 

眞山 智之（株式会社環境技研コンサルタント） 
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石田 佳子（株式会社環境技研コンサルタント） 

中川 雄貴（株式会社環境技研コンサルタント） 

松本 祐太（株式会社環境技研コンサルタント） 

宮﨑 啓介（株式会社環境施設コンサルタント） 

權田 恭平（株式会社建設技術研究所） 

秋朝 玲香（株式会社建設技術研究所） 

國安 弘幸（八千代エンジニヤリング株式会社） 

金友 舞香（八千代エンジニヤリング株式会社） 

堀田 真也（八千代エンジニヤリング株式会社） 

関口 諒太（八千代エンジニヤリング株式会社） 

 

 

③ 功績賞（技術部会） 

「令和６年能登半島地震」D-Weste-Net 派 

環境本省派遣 

内山 俊（いであ株式会社） 

深谷 史子（いであ株式会社） 

山崎 萌香（株式会社エイト日本技術開発） 

川口 真一（株式会社 NJS） 

宇野 賢志（応用地質株式会社） 

新島 宏平（株式会社オオバ） 

櫻井 日向子（株式会社環境管理センター） 

川本 真寛（国際航業株式会社） 

鈴木 一彦（国際航業株式会社） 

河野 海（国際航業株式会社） 

山崎 悠介（中外テクノス株式会社） 

高部 裕介（株式会社日建設計） 

長島 淳（株式会社日建設計） 

相沢 俊彦（八千代エンジニヤリング株式会社） 

山中 千賀子（八千代エンジニヤリング株式会社） 

能登半島派遣 

竹内 千尋（株式会社エイト日本技術開発） 

神谷 敦史（株式会社エイト日本技術開発） 

伊藤 聡（株式会社エイト日本技術開発） 

上杉 智洋（株式会社エイト日本技術開発） 

島宗 敬太郎（株式会社エイト日本技術開発） 

岩邉 壮真（株式会社エイト日本技術開発） 

渡邉 唯亜（株式会社エイト日本技術開発） 

菅 一佳（株式会社エイト日本技術開発） 

穴吹 凌（株式会社エイト日本技術開発） 

王 媚（株式会社エイト日本技術開発） 
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山崎 萌香（株式会社エイト日本技術開発） 

平山 涼一（株式会社エイト日本技術開発） 

簗場 則昭（株式会社エイト日本技術開発） 

勝見 慧（株式会社エイト日本技術開発） 

増原 碩之（株式会社エイト日本技術開発） 

服部 一紘（株式会社エイト日本技術開発） 

衛藤 学（株式会社エイト日本技術開発） 

宮澤 俊介（株式会社エイト日本技術開発） 

楊 継東（株式会社エイト日本技術開発） 

吉田 友之（株式会社エイト日本技術開発） 

佐竹 佑太（株式会社エイト日本技術開発） 

川杉 倫加（株式会社エイト日本技術開発） 

長尾 竜二 （株式会社エイト日本技術開発） 

衛藤 学 （株式会社エイト日本技術開発） 

福島 孝亮（株式会社エイト日本技術開発） 

長谷山 朗（株式会社エックス都市研究所） 

鈴木 修（株式会社エックス都市研究所） 

中石 一弘（株式会社エックス都市研究所） 

松田 敏明（株式会社エックス都市研究所） 

小日向 隆（株式会社エックス都市研究所） 

臼井 直人（株式会社エックス都市研究所） 

吉川 克彦（株式会社エックス都市研究所） 

秦 三和子（株式会社エックス都市研究所） 

坂田 幸久（株式会社エックス都市研究所） 

松島 祐樹（株式会社エックス都市研究所） 

岩﨑 飛竜（株式会社エックス都市研究所） 

靏巻 峰夫（株式会社エックス都市研究所） 

西村 富男（株式会社エックス都市研究所） 

高橋 輝希（株式会社 NJS） 

森 智志（株式会社 NJS） 

望月 海人（株式会社 NJS） 

渡邊 仁史（株式会社 NJS） 

亀井 千亜紀（応用地質株式会社） 

徐 子洋（応用地質株式会社） 

田中 良郎（応用地質株式会社） 

播磨 さおり（応用地質株式会社） 

塚本 真理佳（応用地質株式会社） 

杉山 真菜（応用地質株式会社） 

安庭 晶子（応用地質株式会社） 

手島 洋紀（応用地質株式会社） 

佐々木 基（株式会社オオバ） 
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吉田 勇輝（株式会社オオバ） 

豊口 敏之（株式会社環境管理センター） 

塩野 拓海（株式会社環境管理センター） 

長谷川 亮（株式会社環境管理センター） 

秋山 裕昭（株式会社環境管理センター） 

加藤 祐一朗（株式会社環境管理センター） 

小西 亮輔（株式会社環境管理センター） 

吉澤 洋志（株式会社環境管理センター） 

田中 研一郎（株式会社環境管理センター） 

伊藤 秀樹（株式会社環境技術センター） 

宮﨑 啓介（株式会社環境施設コンサルタント） 

津田 佐代子（株式会社環境施設コンサルタント） 

土井 美千絵（株式会社環境施設コンサルタント） 

古田 秀雄（株式会社建設技術研究所） 

山田 若菜（株式会社建設技術研究所） 

糸賀 悠里香（株式会社建設技術研究所） 

武田 夏泉（株式会社建設技術研究所） 

森下 講平（株式会社建設技術研究所） 

岸元 篤史（株式会社建設技術研究所） 

能美 大希（株式会社建設技術研究所） 

北村 亮輔（株式会社建設技術研究所） 

垣野 泰斗（株式会社建設技術研究所） 

權田 恭平（株式会社建設技術研究所） 

青木 裕子（国際航業株式会社） 

岡田 敬志（国際航業株式会社） 

高橋 航（国際航業株式会社） 

川村 功一（国際航業株式会社） 

齋藤 伴哉（国際航業株式会社） 

坂井 友里江（国際航業株式会社） 

紅露 美咲（国際航業株式会社） 

今林 正樹（国際航業株式会社） 

大宮 恭平（国際航業株式会社） 

佐伯 敬（株式会社東和テクノロジー） 

大畑 ゆき（株式会社東和テクノロジー） 

松岡 巨恒（中外テクノス株式会社） 

松尾 仁（中外テクノス株式会社） 

相原 有希（中外テクノス株式会社） 

竹本 純太（中外テクノス株式会社） 

十二町 真二（株式会社中部設計） 

田中 充（中日本建設コンサルタント株式会社） 

雷 曦（中日本建設コンサルタント株式会社） 
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鉤 佐登志（中日本建設コンサルタント株式会社） 

佐伯 茂雄（中日本建設コンサルタント株式会社） 

池本 久利（日本工営株式会社） 

庄司 茂幸（日本工営株式会社） 

東中川 敏（日本工営株式会社） 

牛島 大志（日本工営株式会社） 

加藤 靖広（日本工営株式会社） 

阿部 勉（日本工営株式会社） 

鄭 呂尚（日本工営株式会社） 

松山 賢一（日本工営株式会社） 

小島 淳（日本工営株式会社） 

石渡 悠介（日本工営株式会社） 

菅林 恵太（日本工営株式会社） 

佐藤 夕夏（日本工営株式会社） 

梁 有希（日本工営株式会社） 

城本 太郎（日本工営株式会社） 

小川 慎之亮（日本工営株式会社） 

西川 隆清（日本工営株式会社） 

片山 仁志（日本工営株式会社） 

木村 恭子（日本工営株式会社） 

田川 裕章（日本工営株式会社） 

間瀬 皓介（日本工営株式会社） 

長沼 研午（日本工営株式会社） 

中川原 宏明（日本工営株式会社） 

田邉 智章（日本工営株式会社） 

角田 一樹（日本工営株式会社） 

天野 雪菜（日本工営株式会社） 

小林 香織（日本工営株式会社） 

細野 智之（日本工営株式会社） 

齊藤 啓輔（日本工営株式会社） 

真鍋 毅（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

枝澤 圭祐（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

道浦 貴大（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

吉井 智史（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

井手 康平（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

杉原 大夢（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

西川 昌秀（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

上田 淳也（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

川添 優（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

中尾 剛（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

野末 浩佑（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 



 

 - 9 - 

高橋 洸太（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

宇佐見 貞彦（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

叶 琢磨（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

吉田 正輝（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

鈴木 大輔（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

大木 雄介（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

三浦 拓徒（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

濱野 好美（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

小林 栄己（八千代エンジニヤリング株式会社） 

工藤 友康（八千代エンジニヤリング株式会社） 

熊谷 祐人（八千代エンジニヤリング株式会社） 

小林 健一（八千代エンジニヤリング株式会社） 

岡田 太郎（八千代エンジニヤリング株式会社） 

竹田 善彦（八千代エンジニヤリング株式会社） 

鈴木 龍登（八千代エンジニヤリング株式会社） 

山中 千賀子（八千代エンジニヤリング株式会社） 

小林 紀寛（八千代エンジニヤリング株式会社） 

山川 正雄（八千代エンジニヤリング株式会社） 

マダディアブドゥル ハレッド（八千代エンジニヤリング株式会社） 

近藤 和晃（八千代エンジニヤリング株式会社） 

観音寺 里佳（八千代エンジニヤリング株式会社） 

高橋 功（八千代エンジニヤリング株式会社） 

高野 翔太（八千代エンジニヤリング株式会社） 

姜 裕実（八千代エンジニヤリング株式会社） 

國安 弘幸（八千代エンジニヤリング株式会社） 

関口 諒太（八千代エンジニヤリング株式会社） 

小林 健一（八千代エンジニヤリング株式会社） 

丸山 智也（八千代エンジニヤリング株式会社） 

津村 賢志（八千代エンジニヤリング株式会社） 

筒井 僚子（株式会社四電技術コンサルタント） 

入福 恵（株式会社四電技術コンサルタント） 

 

 

 

④ 功績賞（技術部会） 

令和５年度技術セミナー・技術者研修講座議事進行 

菅 一佳    （株式会社エイト日本技術開発） 

森 智志  （株式会社 NJS） 

前田 伊瑞実 （応用地質株式会社） 

斉藤 文夫  （株式会社環境管理センター） 

國安 弘幸 （八千代エンジニヤリング株式会社功績賞（ 
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⑤ 功績賞（技術部会） 

令和５年度技術士(第２次)試験受験のための講習会講師 

前田 伊瑞実（応用地質株式会社） 

 

⑥ 功績賞（国際部会） 

独立行政法人国際協力機構（JICA）研修における講師 

細野 智之 （日本工営株式会社） 

⑦ 功績賞（国際部会） 

国際セミナー運営 

伊藤 新 （株式会社エックス都市研究所） 

野口 一彦（中日本建設コンサルタント株式会社） 

青木 裕子（国際航業株式会社） 

 

 

〇環境大臣表彰 

協会が推薦した長谷川亮氏（株式会社環境管理センター）が、「令和６年度循環型

社会形成推進功労者等環境大臣表彰（廃棄物・浄化槽研究開発功労者）」を受賞。 

 

 

２．調査研究の推進 

 

     

 

（１） 技術部会に設置の委員会について 

従前の廃棄物コンサルタント協会の基盤に立ちつつ、環境問題の多様化に対応した

持続可能社会推進コンサルタント協会の技術的課題を解決していくため、技術部会に

①「循環型社会委員会」、②「脱炭素社会委員会」及び③「自然共生社会委員会」を設

置し、それぞれの委員会委員の募集を行い、令和５年度から勉強会を開始し、各委員

会活動のポジションペーパーを作成することとした。 

（２）環境省受託事業 

① 令和６年度特定一般廃棄物及び特定産業廃棄物の最終処分場の管理及び廃止に関  

する調査業務 

・事業期間  令和６年 10 月 20 日～令和 7 年３月 21 日 

・契約金額  15,400 千円（消費税込み） 

・業務概要  放射性物質により汚染された特定一般廃棄物及び特定産廃廃棄物の 

最終処分場について、その実態を把握し技術的課題や改善点等を抽      

出し、長期的な管理手法を検討。 
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② 令和６年度「令和６年９月 20 日からの大雨」災害廃棄物処理支援業務 

・事業期間  令和６年９月 30 日～令和７年２月 28 日 

・契約金額  31,064 千円（消費税込み） 

・業務概要  令和６度９月 20 日からの大雨に係る災害廃棄物処理支援のために秋

田市に会員会社の技術者を派遣。 

 

③ 令和５年度「令和６年能登半島地震」災害廃棄物処理支援業務 

・事業期間  令和６年１月５日～令和６年 12 月 27 日 

・契約金額  176,517 千円（消費税込み） 

・業務概要  令和６年能登半島地震に係る災害廃棄物処理支援のために能登半

島に会員会社の技術者を派遣。 

 

 

３．人材育成、技術の普及啓発の推進 

 

     

 

 

（１）技術士試験対策講習会 

開催日時  令和６年度４月５日（金）15 時～17 時 

受講者   30 名（協会会員会社 29 名、外部 1 名） 

    講 義     試験対策のポイント 

講 師     太田垣 貴啓（応用地質(株)）  
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（２） 技術者セミナー 

 

第 1 回 

実施日時：令和６年９月 30 日（月）14 時 00 分～15 時 30 分（オンライン） 

受講対象：協会会員（受講者数：約 60 名） 

講義内容：DOWA エコシステムの環境事業について 

講  師：DOWA エコシステム株式会社 環境ソリューション室 

吉村 雅仁 室長 

 

第２回 

実施日時：令和６年 10 月 23 日（水）13 時 30 分～15 時 00 分（オンライン） 

受講対象：協会会員（受講者数：約 60 名） 

講義内容：テトラパック サステナビリティの取り組み 脱炭素・循環型社会に向けて

講  師：日本テトラパック株式会社 広報・ガバメントリレーションズ 

柴田 充 氏 

 

第３回 

実施日時：令和６年 11 月６日（水）13 時 30 分～15 時 00 分（オンライン） 

受講対象：協会会員（受講者数：約 50 名） 

講義内容：脱炭素マルチプラットフォーム -システムの側から見た 

「あるべき姿」の参考- 

講  師：株式会社ムスビメ 

石井 美也紀 取締役会長 

 

第４回 

実施日時：令和６年 11 月 20 日（水）13 時 30 分～15 時 00 分（オンライン） 

受講対象：協会会員（受講者数：約 70 名） 

講義内容：「フォグエンジニア」、霧の理論的な解説と事業展開、脱炭素への貢献等 

講  師：株式会社いけうち 

中井 志郎 取締役 執行役員社長 

 

   第５回 

実施日時：令和６年 12 月 13 日（金）13 時 30 分～15 時 00 分（オンライン） 

受講対象：協会会員（受講者数：約 70 名） 

講義内容：自然環境行政の最近の動向 

講  師：一般財団法人 自然環境研究センター  

牛場 雅己 上席研究員 （前 環境省 北海道環境事務所長） 

 

第６回 

実施日時：令和７年３月 14 日（金）13 時 30 分～15 時 00 分（オンライン） 

受講対象：協会会員（受講者数：約 70 名） 
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講義内容：使用済み紙おむつを使用した助燃剤化 

講  師：株式会社クリタス 

開発部 森 健一 氏 

経営企画部 田中 智之 氏 

 

 

（３） 技術者研修講座 

 

第１回 

実施日時：令和６年７月 19 日（金）13 時 30 分～15 時 00 分（オンライン）- 

受講対象：協会会員（受講者数：約 70 名） 

講義内容：再資源化事業等高度化法（資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化

に関する法律）について 

講  師：環境省環境再生・資源循環局 廃棄物規制課  

山田 浩司 総括補佐 

 

第２回 

実施日時：令和６年７月 24 日（水）13 時 30 分～15 時 00 分（オンライン） 

受講対象：協会会員（受講者数：約 70 名） 

講義内容：廃棄物行政の最近の状況について  

講  師：環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課  

高橋 亮介 総括補佐 

 

第３回 

実施日時：令和６年 7 月 26 日（金）13 時 30 分～15 時 00 分（オンライン） 

受講対象：協会会員（受講者数：約 70 名） 

講義内容：災害廃棄物処理について  

講  師：環境省 環境再生・資源循環局 災害廃棄物対策室  

鳥居 ほのか 災害廃棄物対策官  

 

 

４．対外活動の推進 

 

     

 

 

（１）D.Waste- Net 

   「令和６年能登半島地震」災害廃棄物処理支援業務及び「令和６年９月 20 日からの大

雨」災害廃棄物処理支援業務により能登半島に会員会社の技術者を派遣した。 
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（２）関係機関、関係団体との連携 

 

 関係機関等への協力及び委員派遣等 

    

〇一般社団法人廃棄物資源循環学会 

評議員 森 孝信 会長（㈱エイト日本技術開発） 

      理事  袖野 玲子 理事（芝浦工業大学） 

 

〇一般社団法人廃棄物処理施設技術管理協会 

環境技術会誌編集委員会 

委員 森 智志  技術部会委員（㈱ＮＪＳ） 

 

〇公益社団法人全国都市清掃会議 

「都市清掃」編集委員会 

 委員 樋口 壯太郎 理事 （福岡大学名誉教授） 

 委員 島宗 敬太郎（株式会社エイト日本技術開発） 

委員 國安 弘幸 （八千代エンジニヤリング㈱） 

 

   〇日本廃棄物団体連合会 

監事  藤塚 哲朗 専務理事 

 

 

５．国際協力の推進 

 

       

 

 

（１） 国際セミナー 

一般社団法人海外環境協力センターOECC)との合同セミナー 

【第 13 回 SuSPCA・OECC 合同セミナー】 

 

「プラスチック汚染に関する国際条約策定に向けた国際交渉の舞台裏と今後の展望」 

日 時：令和７年年２月 28 日（金）16 時 30 分～18 時 00 分（オンライン） 

 

講演 1：プラスチック汚染に関する法的拘束力のある国際文書策定に向けた 

政府間委員会（INC）での交渉状況と今後の展望 

講  師：小野 洋 環境省参与/INC 副議長・アジア太平洋地域代表理事 
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講演 2：プラスチック汚染に関する国際協力の今後の展望 

講  師：環境省水・大気環境局海洋環境課  

中山 直樹 海洋プラスチック汚染対策室長 

 

 

（２）海外案件に関する受注高調査 

国内受注高調査に合わせて、会員各社を対象にして令和５年度年度の海外案件に関す

る受注高調査を令和６年４月に実施し、その集計結果を会報 97 号（令和７年３月発

行）に掲載。 

 

 

６．協会運営等に係る事業 

 

     

 

 

（１）廃棄物コンサルタント業務の発展・改善に関する活動（受注高調査） 

会員各社を対象に令和５年度の国内受注高及び海外受注高についてアンケート調査

を行い、その集計結果を、会報第 97 号（令和７年３月発行）に掲載。 

 

（２）会報その他印刷物の刊行、広報活動 

 

① 会報の発行 

令和６年７月に第 95 号、12 月に第 96 号、及び、令和７年３月に第 97 号（各 5,000

部）を製作し、全都道府県市区町村の循環型社会推進・脱炭素・自然共生担当部門、

清掃一部事務組合、環境省、国立高等専門学校、関係機関及び会員に配布した。 

第 86 号から環境省の政策である地域循環共生圏を特集シリーズとして掲載を開始

し、第 95 号では「その９」として『循環経済・サーキュラーエコノミー』を取り上

げ、様々な主体の最新の取り組みについて情報発信を行った。 

また、第 92 号から脱炭素に関する最新の情報を発信するため、環境省の政策であ

る「脱炭素先行地域」の紹介を開始し、第 97 号では「脱炭素先行地域（第５回）」の

紹介を特集した。 

（巻末の参考を参照） 

 

 

② 会員名簿の発行 

「循環型社会」・「脱炭素社会」・「自然共生社会」の各分野に対応した 2024 年版会員

名簿（印刷部数 5,000 部）を７月に発行し、全都道府県市区町村の循環型社会推進・

脱炭素・自然共生担当部門、清掃一部事務組合、環境省、国立高等専門学校、関係機

関及び会員に配布した。 
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③ホームページ 

適時適切にホームページを更新するとともに、協会のイベント等の開催案内を掲載 

し、協会の活動状況を周知した。 

 

（３） その他 

 

① Ｗｅｂ会議システムの導入 

時間的場所的制約の緩和の点から事務局に Web 会議システム(Zoom)を導入し、各種

会議・研修会等を効率的に開催している。 

 

② 事務局活動のグリーン化等 

事務局活動により排出される使用済みコピー用紙、包装用紙、段ボール箱及び新聞

紙等に関して、「ちよだ・エコオフィス町内会」活動に参加し、資源循環に自らの取り

組みを推進している。 

事務局経費を一層削減し、もって財政状況の健全化を促進するため、毎日の様々な

活動場面でリユース・リデュース等を心掛けるなどの意識づけを行っている。 

会報・会員名簿等の封入・発送時に大量に発生する各種テープの「巻芯」に関して

段ボールへの再生、各種植林へ貢献するため「第 15 回ニチバン巻芯 ECO プロジェク

ト」へ「巻芯」を送付し、感謝状が授与された。（感謝状は巻末に掲載） 

 

③ 倫理の向上等に関する活動 

不当要求による事業者及び使用人等の被害を防止するために、不当要求防止責任者

講習を受講し、事務局に不当要求防止責任者（事務局員）を設置している。 
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 参 考  

 

第 95 号 

目  次 

Ⅰ 巻頭言 

    鳥居 ほのか   環境省 環境再生・資源循環局 

Ⅱ 特集 

地域循環共生圏（その９）『循環経済・サーキュラーエコノミー』 

地域循環共生圏シリーズ（その９） 

『循環経済・サーキュラーエコノミー』特集にあたって 

中村 元紀（総務部会長）  

①  循環経済の国際的な取り組みと日本の進むべき方向 

 中村 崇 一般社団法人循環経済協会     

②  循環経済パートナーシップ（J4CE）の取組と今後の展望 

 近藤 亮太 環境省 環境再生・資源循環局   

③  資源循環技術のご紹介 

 - 廃プラスチックのガス化及びメタノール化 - 

 - 流動床炉における炉底砂からの貴金属回収 - 

 秩父 薫雅 株式会社神鋼環境ソリューション 

④  廃棄物の資源循環  

森谷 賢 

⑤  飲料におけるサーキュラーエコノミー 

 - サーキュラーエコノミーのヒントを探る - 

 柴田 充   

⑥  脱炭素ビジョンにおけるバイオマス資源の戦略的な利活用 

  秦 三和子 株式会社エックス都市研究所  

  循環経済・サーキュラーエコノミー 

 - 株式会社ＮＪＳの活動 - 

 森 智志 株式会社ＮＪＳ   

   

Ⅲ 総会、理事会及び部会報告  

Ⅳ 研究室紹介 

 Vol. 24 廃棄物の有効利用で地域に貢献する研究 

  宮崎大学 准教授  関戸 知雄  

Ⅴ 会員便り 

 Vol. 54 「自然共生サイト」の認定取得と「ネイチャーポジティブ」への貢献 

 金子 久美 応用地質株式会社      

 Vol. 55 廃棄物管理マスタープラン策定にあたっての 

戦略的環境アセスメント（SEA）の実施 

- スリランカ国西部州における廃棄物管理計画（マスタープラン） 

策定支援プロジェクト - 
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 青木 裕子 国際航業株式会社   

 Ⅵ 地域発信 

 Vol. 43 神田周辺のご紹介 

 星田 正人 応用地質株式会社      

Vol. 44   名古屋の街歩き 
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